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２０１８年６月発行                徳島病院存続ブログ 

地元自治体の市長・市議長・県議が 

徳島病院の存続を要望 
 

 
 

徳島病院と東徳島医療センターの職員労働組合が、５月７日

に吉野川市議会を訪問し、細井英輔議長と徳島病院の移転廃止

問題について意見交換しました。細井議長は、「4 月 23 日に

川真田市長、原井県議、山口俊一国会議員秘書と一緒に国立病

院機構本部理事長に『徳島病院存続を求める要望書』を提出し

ました。市長も同じ立場です。市議会も徳島病院存続に向けて、

皆さんと一枚岩でやっていきたい」と応じました。 
 

【吉野川市長の「徳島病院存続要望書」の主な内容は５点】 

①  四国で唯一の筋ジス医療施設・神経筋疾患の基幹施設・難

病医療の拠点として存続が必要です。 
 

②  南海トラフ地震などの大規模災害時に市民を守る役割が期

待されています。 
 

③  徳島病院は市民生活の安心安全に寄与しており、重要な雇

用の場として必要です。 
 

④  人口減少社会の中で、地方創生に向け、徳島病院の機能と

連携した「地域活性化」に向けて協力が必要です。 
 

⑤ 医師を確保し、新病棟と総合リハビリセンターの充実強化こそ

必要です。 

 

2017年末に、独立行政法人国立病院

機構は、国立病院機構徳島病院（吉野川

市）を東徳島医療センター（板野町）へ

機能移転することを突然発表しました。 

 

国立病院機構は、徳島病院を事実上廃

止する計画にも関わらず、当事者の患者

さんと病院職員、地元自治体への事前相

談を行うことなく、既に決定済みの計画

として、一方的な説明をしてきました。

しかも、両病院の合計病床数 630 床を

154 床も削減するとしています。患

者・家族から不安な声が出て言います。 

 

徳島病院は、総事業費 16億 1000 万円の新病棟を 2013年に新築し、更なる充実をめざし

ていました。その矢先での廃止計画に疑問が広がっています。 

徳島病院と東徳島医療センターの職員労働組合（全医労徳島地区協議会）は、患者さんの命を

第一に考え、両病院の存続と充実を求めて頑張っています。 

独立行政法人国立病院機構は、日本最大の病院ネットワーク。全国の旧国立病

院などの 143医療施設や付属看護学校等を有し、徳島病院はその１つです。 

２０１３年９月に完成した徳島病院の新病棟（吉野川市） 

総事業費１６億１０００万円 

吉野川市議会・細井英輔議長 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q：徳島病院の移転・廃止の問題をどう見ておられますか？ 
 

A：近藤宏さん「難病患者は、一生涯難病と向き合って生活しなければいけま

せん。地域で生活する患者と家族の日常生活相談や支援、地域交流活動、就労

支援、患者団体の育成など、患者の立場で対応できる専門的な施設が不可欠で

す。県立鴨島支援学校と共に歩んできた徳島病院を移転・廃止することは難病

患者と家族にとって、生きる糧を失うに等しいものです。個人的には存続を願

っていますし、会としても注視するべきことだと感じています。」 

移転先の板野町は、河川に囲まれており、地

震による津波発生時には、浸水し、病院機能が

停止してしまう恐れが指摘されています。 

徳島病院は、高台にあり、徳島県災害医療支

援病院に指定されています。徳島病院の閉鎖

は、大規模災害時の住民の命に深刻な影響を与

える重大問題です。 
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職員数が２０人ほどの訪問ヘルパー
ステーションの事業費は年間約６００
０万円ですから、その４０倍以上の経
済が地域で循環しています。 

インタビュー：とくしま難病支援ネットワーク会長の近藤宏さん

南海トラフ巨大地震時の「津波被害」がとても心配です

徳島病院の宅地面積は１１．５４㌶で 

東京ドームの約２．５倍。 

山林を含めれば２３㌶で東京ドームの

約４．９倍。市民の貴重な財産です。 

病院の地元への経済波及効果は抜群 
コンビニ 1店舗の年商は平均２億円弱ですが、人件

費は店長クラスで平均 550万円と人件費が非常に低く、
しかも、商品の多くが「地域外調達」のため、地元への経
済波及効果は低いのが特徴です。病院はコンビニとは
正反対で医薬品・医材費を除いた経費の７０％以上が
地域経済に還元されています。 

徳島病院の２０１０年度から２０１６年度まで７年間の年間経常費用は、３１億円から３４億円超で

す。７年間の経常利益総額は６億９１００万円の黒字経営です。しかも、臨床研究費以外の交付金（公

的補助金）のない独立採算で頑張っています。 
 

 

※  

常時３００人を超える職員を雇用 

給食委託費とその材料費 

清掃委託費やその他の保守委託費 

※地域外調達経費の医薬品医材費と研究研修費を除いた 

年間経常費用が２４億円以上です。 

２０１６年度徳島病院決算書より算出 

 

 

注目！「経済波及効果」って何？ 
１つ産業の生産と需要は、その産業内だけでなく、原材料等

の取引を通じて関連産業に波及します。雇用者所得は、消費支

出として新たな需要を生み地域経済を支えており、命を守る医

療介護の地域密着型の「経済波及効果」は注目されています。 


